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減少の主な要因（H19 → H22）
・電気機械関連（▲21.6%） ・一般機械（▲31.3%）

（出所）経済産業省「工業統計調査」

○ 鳥取県の製造業は、製造品出荷額、事業所数、従業者数とも減少傾向。
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（単位：億円）

年 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

総数 11,781 12,194 12,003 11,058 10,258 10,878 11,127 10,682 11,375 11,408 10,745 8,532 8,428

製造品出荷額
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（単位；事業所）

年 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

総数 1,648 1,552 1,486 1,345 1,252 1,234 1,158 1,178 1,118 1,110 1,087 977 951

事業者数

減少の主な要因（H10 → H22）
・電気機械関連（▲42.5%） ・繊維（▲69.2%） 100.0 
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製造業の従業者数 （H１０＝１００）

（単位：人）

年 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

総数 50,858 49,159 47,079 42,272 40,172 40,100 39,283 40,171 40,644 40,158 37,895 34,557 34,273

従業者数

減少の主な要因（H10 → H22）
・電気機械関連（▲31.1%） ・繊維（▲66.8%）



鉱工業生産指数の推移 （季節調整済、 H17=100 ）（3ヶ月移動平均）
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電気機械関連産業の主な低下要因→民生用電気器具、液晶関連、磁性材部品など

電気機械関連産
業の急速な低下

（出所）鳥取県統計課「鉱工業生産指数」２



（出所）経済産業省「素形材産業ビジョン追補版（平成22年）

○ 素形材産業各分野の主要ユーザーは、自動車等の輸送機械産業が約５割から８割を占める。
○ 世界の自動車市場は、先進国市場では成熟し縮小していく一方、新興国市場は伸びていく。

３



ＥＶに変わった場合部品点数が大幅に減少。

４



○ 日系現地法人の現地調達率は年々上昇。（製造業５６．８％、うち輸送用機械６７．３％ ２０１０年）
○ 中期的な見通しとして、約３分の２の企業で現地調達率を引き上げ。その一方で、約５割程度の企業で日本からの調達額が減少。

双方とも、特に自動車関係が顕著。

（出典）経済産業省素形材産業室資料 ５

【日系現地法人の現地調達率の推移（製造業全体、輸送用機械）】 【中長期的な現地調達率及び日本からの調達率の見通し】

（注）「現地」とは、海外進出企業の立地する「国」

（出典）国際協力銀行「わが国製造企業の海外事業展開に関する調査報告（2012年12月）」
（注）「現地」とは、地理的なものを指しており、現地での調達先企業の国籍は限定されない。 「中期的」とは今後３年程度をいう。



６

○ 医療機器産業の世界市場は２，４５６億ドル（２０１０年）であり２０１５年には３，１０９億ドルに拡大見込み。
○ ２０１５年までには、既に大きい米国、日本、欧州のほか、中国、韓国、ロシア、インドを筆頭とする新興国の市場が

拡大する見込み。
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○ 国内市場（国内生産＋輸入－輸出）は高齢化を背景に拡大基調にある。2002年に約1.9兆円であった市場は2011年
には過去最高の約2.3兆円となっている。

７

国内医療機器市場規模推移 2011年国内医療機器市場の内訳

（出典）厚生労働省｢薬事工業生産動態統計年報｣（平成23年）

（千万円）



各地域における成長率

○ 世界の医薬品産業規模は1999年の3,368億ドルから2011年には9,555億ドルまで拡大しており、年平均約6%で堅調に
成長している。

○ 日本の医薬品産業規模は1999年の約5兆円から2011年には約11兆円まで拡大しているが、成長率は世界平均よりも
低く年平均2.6%で成長している。
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世界のバイオ医薬品市場の推移

※品目数については１品目あたり2,000億円を超える売上高を持つバイオ医薬品をカウント

（出典）日本政策投資銀行｢医薬品業界の現状とジェネリック医薬品市場｣（平成22年）

９

（出典）特許庁｢特許出願技術動向調査｣

医療分野のバイオ産業の市場規模予測（日本国内）

○世界のバイオ医薬品市場の推移をみると、2001年には１品目：5,720億円だったものが、年率約34.2%の高成長を遂
げ、2008年には13品目：60,328億円と拡大している。



○ 鳥取県のＧＤＰにおけるサービス業（広義）のウエイトは７５．８％。 ※サービス業（広義）・・・第３次産業全体

○ サービス産業の生産性は低く、特に対個人サービスで生産性が大幅に低下。

(百万円) （鳥取県）

（出所）産業連関表

鳥取県の産業別名目ＧＤＰの構成比

１０

鳥取県の労働生産性の推移

（出所）平成２２年度鳥取県県民経済計算 ※注；「産業」の計を１００とした



１１

国内BPO市場の市場規模推移と予測

（出典）矢野経済研究所「BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）市場に
関する調査結果 2012」（平成24年）

○BPO市場全体の2009年度から2015年度までの年平均成長率は3.0%で推移し、2015年度には、3兆3,439億円（事業者
売上ベース）に達すると予測される。

○2012年の国内データセンターアウトソーシング市場は1兆1,298億円。企業の災害対策強化を背景に、2011年～2016年
の年平均成長率は7.6%の予測。

国内のデータセンターアウトソーシング市場の市場規模と予測

→１台のサーバーを複数ユーザーで共有。

→１台のサーバーを自社専用で利用する。

→顧客の通信機器や情報発信用のコンピューター
（サーバー）などを、自社の回線設備の整った施設に
設置するサービス。

※ホスティングとは、自社施設に設置しインターネットに
接続された情報発信用のコンピュータ(サーバー)の機能を
遠隔から顧客に利用させるサービス。

(出典)IDCJapan (2009年～2011年は実績値、2012年～2016年は予測)

７．６％の成長率
3.0%の成長率



１２

国内の主な産業の実質GDP規模

○世界のＩＣＴ市場は、年平均成長率５．４％（特にアジア・太平洋地域は７．２％）と大きな潜在成長力。
○我が国における情報通信産業の実質ＧＤＰは約５０．１兆円（１０．６％）で、拡大傾向。

国内の主な産業の実質GDPの推移

（出典）総務省「平成23年版情報通信白書」

（出典）総務省「平成２４年版情報通信白書」

世界のＩＣＴ市場



○ 「コンテンツ産業」とは、映像（映画・アニメ）、音楽、ゲーム、書籍等の制作・流通を担う産業の総称。
○ 我が国コンテンツ産業の市場規模は約12兆円で、米国に次いで世界第2位。世界全体で約130兆円（2010年）。
○ 中国等の新興国市場が拡大する一方、少子・高齢化や不況に直面する国内市場は横ばい傾向。

コンテンツの制作に携
わる雇用者数は約31
万人（出典：総務省企
業・事業所統計2006
年度）より経産省推
計）。

コンテンツ業界におけ
る中小企業比率は
96%以上（出典：同
上）。

⇒基本的に、コンテン
ツは下請け構造の下
で制作されており、中
小企業比率は高い。

マンガ・アニメについ
てアジアで日本のコン
テンツ普及度は非常
に高い。

日本コンテンツの潜在力
（出典）経済産業省「コンテンツ産業の現状と今後の発展の方向性」（平成24年）

（出典）経済産業省「コンテンツ産業の現状と今後の発展の方向性」（平成24年）１３



１４

※調査対象41都道県

○ 県内の主要観光素材である温泉地の入湯客数が伸び悩み。
○ 鳥取県は観光入込客数の割に観光消費額が少なく、県外宿泊客の観光消費額単価で島根県と大きな差がある。

※調査対象41都道県

鳥取県は入込観光客数のわりに観光消費額が少ない。

※県外宿泊客対象

※県外宿泊者数

（出典）観光庁「全国観光入
込客数統計に関する共通基
準集計表」（平成23年）

（出典）観光庁「全国観光入込客数統計に関する共通基準集計表」（平成23年）
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○ ＡＳＥＡＮ５の経済成長率は、２０１２年以降、各国とも毎年４～７％のプラス成長予測。
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○ １人当たりＧＤＰは、シンガポールがトップ。ＡＳＥＡＮ平均の１人あたりＧＤＰは、日本の１０分の１以下。
○ 今後、各国とも増加すると予測。

（資料）外務省アジア太洋局地域政策課「目で見るASEAN ―ASEAN経済統計基礎資料」（平成23年） １６
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○ 日本のＡＳＥＡＮとの輸出入総額は、増加傾向。
○ 輸出額を品目別に見ると、全体の約２割を占める電気機器の輸出額が減少傾向にある。
○ 輸入額を品目別に見ると、鉱物性燃料が全体の約３分の２を占める。
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【ＡＳＥＡＮ５の主要貿易相手国（輸出＋輸入の貿易総額）】【ＡＳＥＡＮの貿易相手国】

インドネシア（3,809億米ドル） マレーシア（4,672億米ドル）

フィリピン（1,433億米ドル）
タイ（4,552億米ドル）

ベトナム（2,137億米ドル）

○ ＡＳＥＡＮの貿易相手国を見ると、ＡＳＥＡＮ全体では輸出・輸入とも、中国が最大の貿易相手国。
○ 国別で見ると、インドネシアとタイの最大の貿易相手国は日本。

（出典）外務省アジア太洋局地域政策課「目で見るASEAN ―ASEAN経済統計基礎資料」（平成23年）１８
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○ 主なＡＳＥＡＮ諸国からの訪日外客数（観光目的）の割合は、全体の約１割程度であるが、増加傾向にある。

１９

※タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、フィリピンの計

（人）

出所：訪日外国人旅行者統計（日本政府観光局（ＪＮＴＯ））
注：2012年は暫定値
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主なＡＳＥＡＮ諸国からの訪日外客数（観光目的）の推移



順 位 ３位 ４位 ５位 １０位

国 名 イン ドネ シア タイ ベ トナ ム ミャン マ ー

順 位

1位
・現 地 マ ーケ ットの 今 後
の 成 長 性

・現 地 マ ーケ ットの 今 後
の 成 長 性

・現 地 マ ーケ ットの 今 後
の 成 長 性

・安 価 な 労 働 力

2位 ・安 価 な 労 働 力 ・安 価 な 労 働 力 ・安 価 な 労 働 力
・現 地 マ ーケ ットの 今 後
の 成 長 性

3位
・組 み 立 て メ ーカーへ の
供 給 拠 点 として

・組 み 立 て メ ーカーへ の
供 給 拠 点 として

・優 秀 な 人 材 ・優 秀 な 人 材

4位
・現 地 マ ーケ ットの 現 状
規 模

・現 地 マ ーケ ットの 現 状
規 模

・他 国 の リス ク 分 散 の 受
け 皿 として

・他 国 の リス ク分 散 の 受
け 皿 として （同 率 ３位 ）

5位 ・第 三 国 輸 出 拠 点 として ・産 業 集 積 が あ る ・第 三 国 輸 出 拠 点 として

・安 価 な 部 材 ・原 材 料
・対 日 輸 出 拠 点 として
・第 三 国 輸 出 拠 点 として
（同 率 ５位 ）

順 位

1位 ・他 社 との 厳 しい 競 争 ・労 働 コス トの 上 昇 ・イン フラが 未 整 備 ・イン フラが 未 整 備

2位 ・イン フラが 未 整 備 ・他 社 との 厳 しい 競 争
・法 制 の 運 用 が 不 透 明
（頻 繁 な 変 更 等 ）

・治 安 ・社 会 情 勢 が 不 安

3位 ・労 働 コ ス トの 上 昇
・管 理 職 クラス の 人 材 確
保 が 困 難

・管 理 職 クラス の 人 材 確
保 が 困 難 （同 率 ２位 ）

・法 制 が 未 整 備

4位
・管 理 職 クラス の 人 材 確
保 が 困 難

・技 術 系 人 材 の 確 保 が
困 難

・労 働 コ ス トの 上 昇 ・投 資 先 国 の 情 報 不 足

5位
・法 制 の 運 用 が 不 透 明
（頻 繁 な 変 更 等 ）

・治 安 ・社 会 情 勢 が 不 安 ・他 社 との 厳 しい 競 争
・法 制 の 運 用 が 不 透 明
（頻 繁 な 変 更 等 ）

各 国 の 有 望 理 由 の 上 位

各 国 の 課 題 項 目 の 上 位

○ 日本の製造業の今後の有望な事業展開先として、１０位以内にＡＳＥＡＮ諸国が４国ランクイン。（3位インドネシア、4位タイ、5位ベトナム、10位ミャンマー）

○ ＡＳＥＡＮ諸国について、事業展開先の主な有望理由としては、市場面（マーケットの成長性）、労働面（安価な労働力）への注目が顕著。
一方、主な課題としては、インフラ面（インフラが未整備）、労働面（賃金コストの上昇、人材育成関係）への注目が顕著。

【日本の製造業の有望事業展開先国・地域の推移】 【主な有望事業展開先の有望理由と課題項目】

（出典）国際協力銀行「わが国製造企業の海外事業展開に関する調査報告（2012年12月）」

【網掛けの色分けの分類】

市場面（赤） 労働面（緑）
物的・制度的イン
フラ面（オレンジ）

供給面（黄） 治安面（青）

２０



鳥取県ＡＳＥＡＮデスク設置検討

デジタルハリウッド
バンコク校 オープン

（H25.1）

Mission１ 本県コンテンツ産業のASEAN展開
（情報発信⇒認知度アップ⇒販路開拓）

Mission２ クリエイターの交流をASEANと活発化させる

Vision 米子をデジタルコンテンツ産業の拠点へ
デジタルハリウッド
米子校 オープン

（H25.1）

ネットアクセス可能な携帯電話の世帯保有率（出所；ニールセン）
⇒８５％（シンガポール）,７７％（タイ）,（世界平均）２０％ （2011）

日本の非製造業が今後進出を検討している国（出所；野村総研）
⇒ ３２％（タイ）、３０％（ベトナム）、２５％（マレーシア） （2011）

タイを突破口にして、ASEANに展開するタイを突破口にして、ASEANに展開する

スマートフォンなどデジタルデバイス
の急速な普及（デジタルコンテンツ市場が拡大）

インターネット利用者の若年者の割合（２４歳未満）（出所；コムスコア）
⇒５１％（タイ）、４０％（インドネシア）、２７％（世界平均） （2010）

タイでロケ撮影された海外作品の国別内訳（出所；タイ商務省）
⇒ ９７（日本）、４６（EU）、４３（インド）、１５（香港） （1998‐2006）

タイは、我が国コンテンツ産業の最適地！！

デジタルコンテンツ
市場が拡大

⇒ クリエイター不足

超小型モビリティ
「ｅ‐００１」の活用例

～ ＡＳＥＡＮへの展開を目指して ～

〔参考資料〕
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物流戦略（北東アジア２ndステージ）

束草

東海

釜山

ウラジオストク

トロイツァ（ｻﾞﾙﾋﾞﾉ）

ソウル・仁川

内航フィーダー・
RORO船の連結

綏芬河

琿春

モスクワ・欧州エリア

渤海エリア

長春

ﾊﾙﾋﾞﾝ

天津

青島

大連

中央シベリア・モンゴル

ｲﾙｸｰﾂｸ
北東アジアエリア

中－韓－日ﾌｪﾘｰ網
小口輸送サービス構築

○ＤＢＳ航路を基軸とする国際ﾌｪﾘｰ・RORO船網構築

【将来】
日韓のトレーラー相互乗り入れのイメージ

＜日本から韓国に輸出する場合＞

（日本） （フェリー） （韓国）

積み替え作業なし、トレーラーごと韓国へ

【中国東北部】
加工食品
婦人服

【ｳﾗｼﾞｵｽﾄｸ向け】
建材
中古農機具
車両部品
二十世紀梨等

【東海向け】 日本産活魚
【境港向け】パプリカ

＜フェリー・ＲＯＲＯ船網の優位性＞
・定時性、高速性、衝撃回避など良好な輸送品質、パレット単位の小口輸送、

簡易包装、経費削減など

＜目指す機能＞
・国際生産分業等に対応する定時制に優れたドア・ツー・ドアの国際複合一貫

輸送
・ＪＩＴ生産に対応した工業製品等のサプライチェーン、スピード重視の生鮮品・

食品に対応したコールドチェーンサービス
・小口、長大、重量物など貨物や荷姿を選ばないマルチな物流
・トレーラー国際間相互乗り入れによる効率的・スピーディーな物流

束草－ザルビノ航路

基幹航路（ＤＢＳ）

シノコーＲＯＲＯ船

経済自由区域に指定（Ｈ２５．２．４）

ウラジオストック

〔参考資料〕

24
２２


